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【緒 言】

不正岐合を主訴とする 患者 の 増加 に伴 っ て
,

学校健診

に お い て 歯列
･

岐合異常 の 検査 と 指摘 が 行 わ れ る ように

な っ た こ と か ら
, 不正暁合を客観的 に 評価す る た め の 疫

学的基準 の 必要性 が 高ま っ て い る ｡ 日本人を対象 と した

不正 校合 の 疫学調査 は こ れ ま で に も い く つ か の 報告が あ

る が, そ の ほ と ん どが独自 の 基準 に より行 わ れ, 諸外国

の 調査結果 と の 比較 が 困難 で あ っ た ｡ 英国 の B r o ok &

S h a w に よ り 開発 さ れ た 矯 正 治療 必要 度 (I n d e x of

O r th o d o n tic T r e at m e n t N e e d : 以下I O T N ) 1) は
, 従来

の 不 正 校合 I n d e 又 と 比較 し て 簡便 な こ と か ら広範囲な

調査 に適 し て い る と さ れ
,

欧米を中心 に
, 永久歯列完成

期, すなわ ち1 1 -1 4 歳 の 児童 ･ 生 徒を対象 と した 疫学調

査 に用 い ら れ て きた ｡

本研究 で は
, 永久歯列完成期 に おけ る不正咲合 の 種類

や 程度,
ならび に 矯正治療 の 必要性 に つ い て の 基礎 デ ー

タ を得 る こ と を目的 と して , 11 歳 か ら 14 歳 の 児童 ･ 生

徒を対象と し た I O T N に よ る多地域調査を行 い
, 不正

校合 の 程度 と 特徴
,

な ら び に矯正治療 の 必要性 に つ い て

検討 した ｡

【対象と方法】

対象は 新潟県農村地域
,

新潟市中心部 , 首都圏近郊 の

埼玉県 , 東京都心部 に あ る小学校 お よ び福 岡県農村地域

285

の 中学校 に在籍す る 児童
･ 生徒 6 5 3 名 ( 7 校) と し

, 承

諾 の 得られ た 4 97 名 (男子 26 0 名
,

女子 2 3 7 名) を調査

協力者 と した (表 1 ) ｡ また 調査協力者 の 保護者 に対 し

て 矯 正 治療経験 の 有無 に つ い て ア ン ケ ー トを行 い
, 矯正

治療経験者 は 集計対象者か ら 除外 した ｡

調査 は , I O T N 原法 に従 っ て 口腔内直接法 に よ り行 い
,

咲合 に 関す る 形 態 お よ び 機能異常 の 程度を記録 す る

D e n t al Ⅲe altb C o m p o n e n t ( 以 下 D H C) と 口 腔 の 審美

障害 の 程度を客観化 し た A e s th e ti c C o m p o n e n t (以下

A C) の 測定, お よ び不正岐合 の 内容分析 の た め に D H C

専用 ス ケ
ー

ル 診査基準 に含まれ る項 目 ( 表 2 ) に つ い て

集計 し た ｡ ま た
,
I O T N に よ る矯正治療 の 必要性 の 判定

は英国 に お い て 推奨さ れ て い る基準
2) ( 表3 ) を利用 し

た ｡

表1 調 査協力者 と集計対象者

調査協 力者 矯正 治療経 験者( % ) 治療 必要性集計対 象者

新潟 県

( 4 小学校)

埼玉 県

( 1 小学校)

東京都

( 1 小学校)

福岡県

( 1 中学校)

2 0 6 名 3 7 名 (1 8 .0 % )

1 0 6 名 7 名 ( 7 .0 % )

1 0 4 名 1 8 名 ( 1 7 .3 % )

8 1 名 1 0 名 ( 1 2 . 5 % )

計 4 9 7 名 7 2 名 ( 1 4 .5 % )

1 6 9 名 (8 2 .0 % )

9 9 名 (9 3 .0 % )

8 6 名 ( 8 2 . 7 % )

7 1 名 ( 8 7 . 5 % )

4 2 5 名 ( 8 5 . 5 % )

表 2 D H C 基準 ( 口 腔 内直接法) 1)

G r a d e 5 ( V e ry G re a t/ N e e d tr e a t m e nt)
5 ,i 叢生

, 転位 嵐 過 剰歯 の 存在 , 乳歯 残存等の 病 理的 原因 に よ

る萌 出障害

5 .h 広 範な永 久歯欠 損 ( 1 / 4 顎転 に 2 歯以 上) で
, 補綴 前 に矯

正が必 要

5 . a 9 m m < オ ー バ ー ジェ ッ ト

5 J n - 3 .5 m m > オ ー バ ー ジ ェ ッ トの 反対 岐合 で , 阻噂 , 言 語障害 の

訴 えが ある .

5 .p 口唇裂 , 口 蓋裂

5 .s 埋伏乳歯

G r a d e 4 ( G r e a t/ N e e d tr e a tm e n t)

4 上 部分 的 な永 久歯 欠損 ( 1 / 4 顎 に 1 歯以上) で
, 補綴前 に 矯

正が必要

4 .a 6 m m < オ ー バ ー ジ ェ ッ ト≦ 9 m m

4 ･b -3 .5 m m > オ ー

バ
ー ジ ェ ッ トの 反対岐合 で で

,
岨噂 , 言語 障害

の 訴 えが ない

4 ･ m - 3 .5 m m ≦ オ ー バ ー ジ ェ ッ ト <- 1 m m で , 岨 噂
,

言語障 害の 訴

えがあ る

4 . c 2 m m < C O - C R difEe r e n c e の 前歯 , ま たは 臼歯交叉岐合

4 .1 片 側ま た は両 側の 頬 側交叉 校合 で
, 臼歯 の 機能的校合 接触 が

ない

4
.d 4 m m < 叢生

4
. e 前歯 部も しく は側 方部に て 4 m m < 開岐

- 77 -



2 8 6 新潟歯学会誌 36(2) : 2 0 0 6

4 .f 口蓋部 歯肉 に外傷 ,
庄痕 を しめす過蓋咲合

4 .t 隣在歯 に 対 して 傾斜 や埋 伏を示す部分 的に 萌出 して い る 歯

4
.
x 過剰 歯の 存在

G r a d e 3 ( M o d e r a te / B o r d e r一in e n e e d)

3 .
a 3 .5 m m < オ ー バ ー ジ ェ ッ ト ≦ 6 m m で 口 唇 閉 鎖 が 困 難

(i n c o m p e te n t lip s)I

3 .b - 3 .5 m m ≦ オ ー バ ー

ジ ェ ッ ト <- 1 m m で
,

岨噛 ,
言語障害 の 訴

えがな い

3 .c 前歯
,

また は臼歯 交叉暁合 で
,

1 m m < C O - C R difEe r e n c e ≦ 2

m m

3 .d 2 m m < 叢 生≦ 4 m m

3 . e 前歯部 , また は側方歯 部に て 2 m m < 開校 ≦ 4 m m

3 .f 口蓋部 歯肉 に接触す る 過蓋咲合

G r a d e 2 (Little)

2 . a 3 .5 m m < オ ー バ ー ジ ェ ッ ト ≦ 6 m m で 口 唇 閉 鎖 が 可 能

( c o m p e te n t lip s)

2 .ち O m m ≦ オ ー バ ー ジ ェ ッ ト <- 1 m m

2 .c C OI C R di H e r e n c e が 1 m m 以下の 前歯 ,
または 白歯交叉 岐合

2 .d l m m < 叢生 ≦ 2 m m

2 . e 前歯部 , ま たは 側方歯部 に て 1 m m < 開暁 ≦ 2 m m

2 .f 3 .5 m m 以上だが歯 肉を噛ん で な い 過蓋校合

2 .g 半岐頭以 上の 第
一

大 臼歯 の前 後的ずれ

G r a d e 1 ( N o n e)

1 m m 以下 の叢 生を含む
, 他 の 岐合 状態

表 3 英 国 に て 推 奨 さ れ る判定基 準

D H C A C

矯正治療必 要性 なし/ ほぼな し

ボーダーライ ン / 矯正治 療
I

E
t要性中等 度

矯正治療 必要性 あり

G r a d e s l
,
2 G ｢ a d e s l -4

G r a d e 3 G r a d e s 5 - 7

G r a d e s 4
,
5 G ｢ a d e s 8 -1 0

【結 果】

今回 の 調査 の 結果
,
歯科医か ら見 た 矯正治療必要度 は

,

要矯 正 治療 と 判定 さ れ た 35 .5 % ( 図 1 ) の
, 大部分 が

D ⅢC に よ る 指摘 で (34 .1 % ) ,
A C 単独 に よ る指摘 は 1 .4 %

で あ っ た ( 図 2 ) ｡ 要矯正治療 の 理 由と し て は, 歯 の 位

置異常 と 歯の 萌出障害 が高 い 割合を占め
,

反対校合, 開

瞭を理由と し た矯正治療必要者 は 認め られ なか っ た｡ ま

た
, 岐合 に 関す る 形態 お よ び 機能異常 の 程度か ら極度 に

矯正治療必要性あり と判定 さ れ た の は 1
.
4 % で あ っ た ｡

I O T N に よ り矯正治療必要あり と 判別 さ れ た 者 の 割合

は, 英国 にお け る報告 と 同程度 で あ っ た (図 1 ) ｡

【考 察】

今回 の 調査研究 で用 い た矯正治療 の 必要性を判定す る

た め の c u t1 0ff p oi n t は
, 英国矯正 歯科学会 で 示 さ れ た 値,

すな わ ち D H C 4 以上
,

A C 8 以 上 を ｢矯正治療 の 必要

性 あり+ と 判定す る も の を用 い た が
, 叢生 や オ ー バ ー

ジ ェ ッ ト な ど の 診査項目 で は
,

c u t - off p oi n t フうミ
最額値前

後 に あり,
1 m m 以 下 の 差 で ｢ 矯 正 治療 の 必要性あり+

%

%

ー
′

図 1 I O T N に よ る 矯正治療必要性

1 2 歳児

C l -3

図 2 D H C と A C に よ る 矯正 治療必 要性 (赤: 治療必 要性

あり 青: ボ ー ダ ー

ラ イ ン / 治療必要 性な し)

と な っ た り ｢ ボ ー ダ ー ラ イ ン+ と な っ た りす る場合も多

く存在 して い た こ と か ら
,

より正確なス ク リ ー ニ ン グ を

行うた め に は 新 た な カ テ ゴ リ
ー

分 けが 必要 と 考えられ

た ｡ ま た
,
I O T N の 原法 に従う と

, 日本人 に多く見 られ

る反対校合 の 治療必要性が 低く判定 さ れ る可能性 の 高 い

こ と が示さ れ ,
オ ー バ ー ジ ェ ッ トに 対す る c u t- off p oin t

も 日本人 に あ っ た も の を設定す べ きと 考えられ る｡ さ ら

に
,

日本 にお ける 過去 の 研究報告 と 比較 した 結果
,

機能

異常を伴う可能性 の 高 い 交叉岐合な ど の 評価 に は 口腔内

直接法 が 適 して お り ,
模型法 に よ り判定す る 場合 に は

c u t - off p oi n t の 補正 が 必要 で あ る こ と が 示唆され た ｡

一

方 ,
ほ ぼ 同年齢を対象と し て I O T N に よ り行 わ れ

た 英国に お け る調査結果 と比較す る と
, ｢ 矯正治療 の 必

要性 あり+ は 英 国で 34 .3 % で あ っ た の に 対 して 3 5 .5 %
,

｢ ボ ー ダ ー ライ ン+ が英国 3 3 .0 % に 対 して 44 .3 % と なり,

日本人 で は 歯の 位置異常が 英国 に比 べ や や多 い もの の 治

療 の 必要性あり と判定され る者 の 割合 は わず か に 高 い 程

度 に留ま る も の と 考えられ た ｡

以上 の こ と か ら,
I O T N が 不正暁合 の 疫学 ツ

ー ル と し
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て 高い 価値を有す る こ と は 明らか で ある が
, 日本 の 児童

･

生徒を対象と して 不正岐合 の ス ク リ
ー

ニ ン グ を行う場合

に は
,

日 本人に 相応 し い c u t
- off p oi n t の 設定 や ボ ー ダ ー

ラ イ ン の 取り扱 い 等を検討す る 必要 が あ る と 考え ら れ

た ｡

【結 論】

IO T N 原法 に 準 じて 行 っ た 今回 の 多地域調査 の 結果

は
,
わ が 国 に お け る矯正治療 の 需要 と供給を考え る上 で

,

諸外 国の デ
ー

タ とも比較可能な べ -

ス ライ ン デ ー タ に な

りうる と考え ら れ た ｡
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